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仕様書 

 

１ 件名 

  プロジェクター、ビデオカメラ等の購入 

 

２ 環境物品等の調達の推進を図るための方針 

（１）物品のうち特定調達品目については、国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律

（平成１２年法律第１００号。以下「グリーン購入法」という。）に基づく環境物品等の調達

の推進に関する基本方針（令和３年２月１９日変更閣議決定。以下「基本方針」という。）に

定める【判断の基準】を満たすものを調達する。 

（２）物品のうち特定調達品目以外については、原則、エコマークの認定を受けている商品又はこ

れと同等のものを調達するよう努めるものとする。 

 

３ 本件調達の背景 

信用基金においては、昨年度よりウェブ会議サービスによるウェブ会議を実施している。現在

所有している機材（プロジェクター、ウェブカメラ）では撮影画角が狭く、投影する映像も低解

像度で明るさも十分でないため、会場を暗くして会議を運営せざるを得なくなっている。 

この状態を解消するため、十分な解像度・明るさを有するプロジェクターと画角の広いビデオ

カメラを導入し、併せてビデオカメラをウェブカメラとして認識させるためのキャプチャーボー

ドを導入する。 

 

４ 規格及び数量 

No. 品名 型番・規格等 数量 

１ プロジェクター 

・明るさが 3,600lm以上であること。 

・映像を HDMI入力により取り込み投影できること。 

・解像度が WUXGA以上であること。 

・1080pの映像を投影できること。 

・定格電源電圧が AC100V：50／60Hzであること。 

・短焦点、超短焦点でないこと。 

・特定調達品目となる場合には、基本方針に定める【判

断の基準】を満たすこと。 

 

【参考製品】※同等品可 

・キヤノン POWER PROJECTOR LV-WU360 

１ 
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２ ビデオカメラ 

・ACアダプターにより直接電源供給を受けつつ、撮影し

ながら映像・音声を出力できること。 

・HDMIスルー(クリーン出力)に対応していること。 

・最大広角が 26.8mm以下であること。 

・カラー不問 

 

【参考製品】※同等品可 

・ソニー デジタル HD ビデオカメラレコーダー HDR-

CX470 

２ 

３ ACアダプター 

・№２のビデオカメラが電源供給を受けながら映像・音

声を出力できること。№２のビデオカメラ同梱のACア

ダプターで対応できる場合は不要。 

 

【参考製品】※同等品可 

・ソニー AC-L200 ACアダプター 

２ 

４ キャプチャーボード 

・外付け型であること。 

・UVC（USB Video Class）に対応していること。 

・ビデオカメラからの HDMI出力映像・音声を変換し、USB

ケーブルによりパソコンに取り込むことができるこ

と。 

・対応入力解像度 1920×1080 以上であること 

・対応出力解像度 1920×1080 以上であること。 

・Windows 10 May 2019 Update（バージョン 1903）64bit

以降の各バージョンに対応していること。 

・ドライバーのインストールは不要であること。 

 

【参考製品】※同等品可 

・アイ・オー・データ機器 GV-HUVC 

２ 

 

５ 納品期限 

令和３年５月３１日（月）。ただし、これに拠りがたい場合は、見積書を提出する前に信用基

金と別途協議すること。 

なお、納入日時は上記の条件で平日の 10:00-16:00（ただし、12:00-13:00を除く。）とし、最

終的な納入日時は信用基金担当者と協議して確定させること。 
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６ 納品場所 

独立行政法人農林漁業信用基金 企画調整室システム管理課 

東京都港区愛宕二丁目５番１号 愛宕グリーンヒルズ MORIタワー２８階 

 

７ 検査 

納入物品の型番・規格、数量等の妥当性を検査し、仕様書の内容に基づいてすべて適正に履行さ

れたことの確認をもって検査合格とする。 

なお、検査不合格となった場合において、受注者は納入物品の返品（交換）に応じることとし、

返品（交換）に係るすべての費用については受注者が負担すること。 

 

８ 備考 

（１）納入物品は、中古品であってはならない。 

（２）契約金額には、納入に係る全ての費用を含むものとする。 

（３）本仕様書に記述のない事項であっても、物品が当然に備えるべき事項については、完備して

いるものとする。 

（４）同等品で本件に参加する場合は、見積に参加しようとする物品について、同等品以上の商品

であることを信用基金に確認した上で、見積書提出前に変更した商品のメーカー名及び型番等

を書面で信用基金に連絡すること。なお、同等品であるか否かの解釈は、信用基金の判断によ

る。 

（５）本仕様書の記載内容及び解釈に疑義が生じた場合は、直ちに信用基金担当者と協議すること。 

（６）本仕様書に記載のない事項については、信用基金担当者と協議の上で対応を定めること。 


